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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 13,571 (△5.7) 2,966 (16.6) 1,323 (△9.4)
18年９月中間期 14,395 (16.1) 2,544 (24.3) 1,460 (16.5)
19年３月期 27,421 (11.7) 3,856 (38.1) 2,246 (25.9)

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 13 27  －
18年９月中間期 14 13  －
19年３月期 21 80  －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 7百万円 18年９月中間期 △11百万円 19年３月期 7百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産
自己資本比率
（注１）

１株当たり純資産
連結自己資本比率
（国内基準）
（注２）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

19年９月中間期 1,241,652 62,096 5.0 620 70 10.07

18年９月中間期 1,226,137 61,151 5.0 589 61 9.68

19年３月期 1,238,797 62,739 5.0 627 35 9.84
（参考）自己資本 19年９月中間期 61,863百万円 18年９月中間期 60,951百万円 19年３月期 62,529百万円
（注１）「自己資本比率」は［中間期末（期末）純資産の部合計－中間期末（期末）少数株主持分]を中間期末（期末）資産の部の合計で除して

算出しております。
（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年３月期より「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。なお平成
18年９月中間期は旧基準により算出しております。

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 18,445 △32,171 △252 37,472

18年９月中間期 15,704 △25,443 △262 47,662

19年３月期 3,249 △9,642 179 51,450

２．配当の状況

 　　　 １株当たり配当金

　　　　（基準日） 中間期末 期末 年間

 円 銭 円 銭 円 銭
19年３月期 2 50 2 50 5 00
20年３月期 2 50 －

5 00
20年３月期（予想） － 2 50

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 27,100 (△1.2) 5,300 (37.4) 2,350 (4.6) 23 57
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４．その他
(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　        　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　　　　　　無　　　　　　

〔（注）詳細は、17ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。〕

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む）

平成19年９月中間期 100,014,000株 平成18年９月中間期 104,014,000株 平成19年３月期 100,014,000株

②　期末自己株式数

平成19年９月中間期 347,888株 平成18年９月中間期 637,938株 平成19年３月期 341,553株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」

をご覧下さい。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 13,385 (△5.6) 2,892 (17.1) 1,307 (△10.1)

18年９月中間期 14,180 (16.2) 2,470 (19.8) 1,453 (10.2)

19年３月期 27,002 (11.9) 3,738 (44.5) 2,232 (32.2)

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 13 11

18年９月中間期 14 06

19年３月期 21 66

(2）個別財政状態

総資産 純資産
自己資本比率
（注１）

１株当たり純資産
単体自己資本比率
（国内基準）
（注２）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

19年９月中間期 1,240,820 61,704 5.0 619 11 10.07

18年９月中間期 1,225,378 60,816 5.0 588 31 9.67

19年３月期 1,237,987 62,386 5.0 625 92 9.84

（参考）自己資本 平成19年９月中間期 61,704百万円 平成18年９月中間期 60,816百万円 平成19年３月期 62,386百万円

（注１）「自己資本比率」は中間期末（期末）純資産の部合計を中間期末（期末）資産の部の合計で除して算出しております。

（注２）「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年３月期より「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断する為の基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。なお平成18

年９月中間期は旧基準により算出しております。

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,700 (△1.1) 5,240 (40.2) 2,340 (4.8) 23 47

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に

　基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあ

　たっての注意事項等につきましては、添付資料の３ページ「１、経営成績　(1）経営成績に関する分析」をご覧下さい。

２．通期の業績予想に関する事項につきましては、中間期の実績及び今後の見通しを勘案し、予想数値を増額修正いたしました。なお、当

　該予想数値の修正に関する事項は、添付資料の３ページ「１、経営成績　(1）経営成績に関する分析」をご参照下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

  当中間連結会計期間におけるわが国の経済を顧みますと、IT分野の在庫調整などから生産に足踏み感がみられた一

方、設備投資は増加基調を維持し、個人消費も堅調に推移するなど、景気は緩やかながらも拡大を続けました。

　当行グループの主たる営業基盤である新潟県の経済については、原油等原材料価格の上昇により製造業の景況感が

悪化するなど、景気回復の動きに一服感がみられました。

　金融面では、米国のサブプライムローン問題を契機とした金融市場の混乱を受け、日経平均株価が一時１万５千円

台前半まで下落しましたが、その後米国が利下げに踏み切ったことなどを背景に持ち直し、１万６千円台後半で期を

終えました。

　こうしたなかで、当行は、地域とともに歩み信認される銀行づくりに向け、「地域密着の強化と健全性・信頼性の

確保」、「お客様満足度の向上と高齢者に優しい銀行づくり」などを基本方針とする第７次中期経営計画に基づき、

健全経営に徹し経営体質の一段の強化と顧客サービスの一層の充実に努めてまいりました。平成19年7月に発生した新

潟県中越沖地震の復旧支援においては、被害を受けられた方々に対して特別融資商品の発売や休日営業を実施するな

ど、積極的に取り組んでまいりました。

　このような経済・金融状況のもと、当中間連結会計期間の業績につきましては以下のとおりとなりました。

 

（当中間期の経営成績）

①　預金・貸出金等の状況

　預金残高は、1兆1,565億円（うち単体1兆1,565億円）、前年同期比140億円（うち単体140億円）増加しました。

増加率は1.2％（うち単体1.2％）となりました。

  また、貸出金残高は8,093億円（うち単体8,092億円）となり、前年同期比114億円（うち単体114億円）増加し、

増加率1.4％（うち単体1.4％）となりました。内訳は、消費者ローン残高が住宅ローンを主体に前年同期比38億円

（うち単体38億円）増加、一般向け（法人、事業者、地方公共団体等）が75億円（うち単体75億円）の増加となり

ました。

 

②　有価証券運用の状況

  有価証券運用による収益向上策の一環として、コールローン等での資金運用の一部を国債、投資信託等への債券

投資に振り向けたこと等から、有価証券残高は3,677億円（うち単体3,676億円）と前年同期比では、124億円（うち

単体124億円）増加しました。

   なお、内訳は、国債、受益証券、事業債等が増加し、地方債、公社公団債、外国証券等は減少しました。

 

③　損益の状況

　預金金利の上昇幅が、貸出金金利の上昇幅を上回ったこと等から、資金利益は前年同期比2億65百万円減少し、

103億59百万円となりました。　　　　

　また役務取引等利益につきましては、投資信託等の預り資産の増加に注力した結果、前年同期比1億70百万円増加

し、4億62百万円となりました。

　業務純益につきましては、有価証券の償還益が前年同期比減少したこと等より、単体の業務純益は前年同期比4億

83百万円減少し、35億79百万円となりました。 

  また、経常利益につきましては、個別貸倒引当金繰入額の減少（増益要因）等により、前年同期比4億22百万円

（うち単体4億22百万円）増加の29億66百万円（うち単体28億92百万円）となりましたが、法人税等調整額を含めた

税金費用が増加したこと及び過年度相当額の睡眠預金払戻損失引当金、役員退職慰労引当金を今期に特別損失とし

て計上したことなどから、中間（当期）純利益につきましては、前年同期比1億37百万円減少し、13億23百万円（う

ち単体13億7百万円）となりました。 
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④　事業の種類別セグメントの業績

イ．銀行業

  当行単体では、預金は前年同期比140億円増加し、1兆1,565億円となりました。貸出金は法人事業性資金の増加

及び住宅ローンを主体に個人ローンも増加したことから前年同期比114億円増加し、8,092億円となりました。

  有価証券は、投資運用による収益向上策の対応の一環として、コールローン等での運用資産の一部資産を国債、

投資信託等の債券への投資に振り向けたこと等から前年同期比124億円増加し、3,676億円となりました。

  損益状況につきましては、預金等利回りの上昇による利鞘の縮小等、厳しい経営環境のもとではありましたが、

貸出金平残の増加及び貸出金利回りの向上を図ったことなどから資金運用収益が前年同期比9億17百万円増加しま

したが、外国証券償還益が前中間期と比べて減少したことなどにより、経常収益は前年同期比7億95百万円減少し

ました。一方、経常費用は、前中間期において有価証券のうち債券の入替を実施したこと等によるその他業務費

用の増加要因がありましたが、当中間期はそれらの特殊要因等がないことなどから前年同期比12億16百万円減少

しました。その結果、業務純益は前年同期比4億83百万円減少し、35億79百万円となりました。

  また、一般貸倒引当金繰入前、国債等債券損益計上前の銀行本来の業務の利益を表す「コア業務純益」は、業

務純益の減少要因等により、前年同期比1億43百万円減少し、35億96百万円となりました。

  経常利益は一般貸倒引当金の取崩等の要因もあり、前年同期比4億22百万円増加し、28億92百万円となりまし

た。

  当期純利益は、法人税等調整額等の税金費用の増加を受けて、前年同期比1億46百万円減少の13億7百万円とな

りました。

 

ロ．その他

  銀行業以外のその他の事業につきましては、銀行業の経常収益、経常利益および資産の金額が、全セグメント

の経常収益の合計、経常利益および全セグメントの資産の合計額に占める割合が、何れも90％超であるため、記

載を省略しております。 

　平成19年度通期の業績見通しは次のとおりです。

 （百万円）

 
通期（平成20年３月末）

連結 うち単体

経常収益 27,100 26,700

経常利益 5,300 5,240

当期純利益 2,350 2,340

（前提条件）

①貸出金(平残ベース)は事業性資金を主体に、住宅ローン等の個人ローンの増加にも注力し、通期で140億円程度の

増加を見込んでおります。金利見通しは、貸出金については預金金利の上昇に伴う貸出金利の見直しにより前期

比上昇を想定しております。

②預金(平残ベース)は、通期で70億円程度の増加を見込み、預金利回りは通期では、上期のほぼ横這いを想定して

おります。　

③貸出金償却・引当金処理につきましては、金融検査マニュアルに基づき引き続き厳格な処理をおこなってまいり

ます。　

 　「通期の業績予想の修正について」

　連結の通期の業績予想につきましては、平成19年5月21日公表の業績予想に対し、経常収益は、貸出金利息の増加

見込みなどから2億円増収の271億円を見込んでいます。経常利益は、不良債権処理費用の減少見込みなどから9億40

百万円増益の53億円を見込んでいます。当期純利益は、法人税等調整額を含めた税金費用の増加が見込まれることな

どから公表のとおり、23億50百万円を見込んでいます。

 

  単体の通期の業績予想につきましては、平成19年5月21日公表の業績予想に対し、経常収益は、貸出金利息の増加

見込みなどから4億円増収の267億円を見込んでいます。経常利益は、不良債権処理費用の減少見込みなどから9億20

百万円増益の52億40百万円を見込んでいます。当期純利益は、法人税等調整額を含めた税金費用の増加が見込まれる

ことなどから10百万円増益の23億40百万円を見込んでいます。
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(2）財政状態に関する分析

（資産、負債，純資産及びキャッシュフローの状況に関する分析）

  預金残高は、法人・地公体・金融機関等の取引拡大により、前年同期比140億円増加して1兆1,565億円となりまし

た。

  貸出金残高は事業者向け貸出の増加を主体に住宅ローン等の消費者ローンの増加等により前年同期比114億円増加し

て8,093億円となりました。

  有価証券残高は国債等の増加により前年同期比124億円増加して3,677億円となりました。

  繰延税金資産は、将来減算一時差異等の減少による16億円の取崩し発生等により14億円となりました。

　純資産の部につきましては、当期純利益による利益剰余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加等により、純

資産の部合計は620億円となりました。

  連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の減少による76億円、預

金の増加による74億円、資金運用による収入等により増加し184億円の増加(前年同期比27億円の増加)となりまし

た。

  投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券投資の償還・売却・取得による収支△319億円等で321億円の減少(前

年同期比67億円の減少)となりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等で2億円減少し、これにより当中間連結会計期間末の現金及

び現金同等物は前連結会計年度末比139億円減少し、374億円となりました。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当中間期の配当

  当行の配当政策は、グループ企業と連携し堅実・健全経営を堅持するとともに、公共的使命を念頭において、経営

基盤強化に向けた内部留保の充実を考慮しつつ、将来にわたって株主の皆さまに報いていくために安定的な配当を継

続していくことを基本方針としております。

　当中間期の配当につきましては、上記基本方針にしたがい、１株当たりの配当金を2円50銭とさせていただきま

す。

　なお、内部留保資金につきましては、競争力の強化、顧客サービスの向上や経営効率化のための効果的な投資等に

充てる所存であります。

 

(4）事業等のリスク

  当行グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項

を記載しております。なお、当行グループは、これらのリスクが発生する可能性を認識した上で、発生の回避および

発生した場合の適切な対応に努める所存であります。

　本項においては、将来に関する事項も含めて記載しておりますが、当該事項は本中間決算短信提出日現在において

判断したものです。

 

①　信用リスク

ａ．不良債権

　当行グループの不良債権処理および与信関係費用は、今後の景気動向、不動産価格および株価の変動、融資先

の経営状況の変動によっては増加するおそれがあり、その結果、当行グループの業績および財務状況に影響を与

える可能性があります。

ｂ．貸倒引当金

　当行グループは、融資先の状況、担保の価値および現在の経済状況を前提とした見積りに基づいて貸倒引当金

を計上しております。しかし、実際の貸倒れが貸倒引当金の計上時点における前提および見積りと乖離し、貸倒

引当金を大幅に越えた場合、またはその他の予期せぬ事由が生じた場合、貸倒引当金の積増しを行わざるを得な

くなり、その結果、当行グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。
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ｃ．地域経済の動向等の影響

　当行グループは、地元である新潟県を主たる営業基盤として考え、貸出金の増強に注力しております。貸出金

に占める地元融資先に対する融資比率は約８割となっており、貸出金の動向は地元経済の影響を受ける可能性が

あります。

　また、従来から中小企業を主体とした事業性貸出、個人向けローンの増強に取り組んでおり、当行グループの

業績は中小企業倒産や個人破産等の影響を受ける可能性があります。

②　市場リスク

　金利、為替レート、株価および債券相場等の変動によっては、当行グループが保有する資産価値が低下し、当行

グループの業績に悪影響を与えるとともに、自己資本比率の低下を招く可能性があります。

③　流動性リスク

　市場環境が大きく変化した場合や当行グループの信用状態が悪化した場合には、必要な資金が確保できず資金繰

りが悪化し、通常の取引よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされるおそれがあります。

④　事務リスク

　当行グループは、厳格な事務処理規程を定め、事務の厳正化に努めておりますが、故意または過失等による事務

ミスにより事故が発生し、損失が発生する可能性があります。

⑤　システムリスク

　当行グループは、データの厳正な管理および大規模災害等不測の事態に備えたコンティンジェンシープランの整

備等を実施しておりますが、システム機器の停止や誤作動、コンピュータの不正使用等の事態が発生した場合、業

務遂行や業績に影響を与える可能性があります。

⑥　自己資本比率

　当行グループは、海外営業拠点を有していないため、連結自己資本比率および単体自己資本比率は国内基準であ

る４％以上に維持しなければなりません。

　当行グループの自己資本比率が要求される水準を下回った場合には、金融庁から業務の全部または一部の停止等

を含む様々な命令を受けることとなります。

　当行グループの自己資本比率は、当行グループの業績の悪化や、本項「事業等のリスク」に記載する様々な要因

により低下する可能性があります。

⑦　繰延税金資産

　現時点での本邦の自己資本比率規制においては、繰延税金資産の計算は、将来の課税所得に関する様々な予測・

仮定に基づいており、実際の結果がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。当行グループが、将来の課税

所得の予測・仮定に沿って繰延税金資産の一部または全部の回収ができないと判断した場合、繰延税金資産は減額

され、その結果、当行グループの業績に影響を与えるとともに、自己資本比率の低下を招く可能性があります。

⑧　退職給付債務

　年金資産の時価が下落した場合、年金資産の運用利回りが想定を下回った場合、または予定退職給付債務を計算

する前提となる割引率等の数理計算上の前提・仮定に変更があった場合等には退職給付費用が増加し、損失が発生

する可能性があります。また、年金制度変更により未認識過去勤務債務が発生した場合には退職給付費用が増加し、

損失が発生する可能性があります。

⑨　コンプライアンスリスク

　当行グループは、実効性のあるコンプライアンス態勢の構築に努めておりますが、役職員が法令等に違反するよ

うな事態が生じた場合には当行グループに対する信用を失うこととなり、当行グループの業績や事業展開に悪影響

を与える可能性があります。
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⑩　個人情報漏洩

　当行グループでは、従来より情報漏洩防止のため各種の安全管理措置を講じるとともに、厳格な内部監査の実施

等により管理には十分留意しており、現在まで顧客情報の流出による問題は発生しておりません。また、今後も顧

客情報が漏洩する可能性は極めて低いと考えておりますが、何らかの不測の原因により流出した場合には当行グルー

プに対する信用を失うこととなり、当行グループの事業展開に悪影響を与える可能性があります。

⑪　格付低下のリスク

　当行は、格付機関より格付を取得しております。今後、当行の収益力や資産の質などの低下により格付が引き下

げられた場合、当行の資金調達等に悪影響を与える可能性があります。

⑫　自然災害

　当行グループは、災害等が発生しても業務の運営に支障のないよう対策に努めておりますが、予想を越える大き

な災害が発生した場合は、設備・システム等に影響が生じるとともに被害が生じた取引先の経営状況悪化により与

信関係費用が増加するなど、当行グループの業務運営あるいは業績に悪影響を与える可能性があります。

⑬　風評リスク

　本項「事業等のリスク」に記載の諸リスクが顕在化した場合や不測の事態が顕在化した場合、当行に関する報道、

記事、噂等により当行の評価・評判が低下し、当行の株価や業績に悪影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況
　当行グループは、当行、子会社2社および関連会社2社（持分法適用会社）で構成され、銀行業務を中心に、クレジッ

トカード業務などの金融サービスに係る事業を行っております。 

 　 当行グループの事業系統図は以下のとおりです。

 

 

 

 
大

光

銀

行 

国内 本店ほか支店 69店 

子  会  社 ２社 株式会社大光ビジネスサービス 
（銀行従属業務） 

た い こ う カ ー ド 株 式 会 社 
（クレジットカード業務、信用保証業務） 

大 光 リ ー ス 株 式 会 社 
（総合リース業務） 

株式会社東北バンキングシステムズ 
（データ処理業務） 

銀 行 業 務 

そ の 他 

関 連 会 社  ２社 
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３．経営方針
(1)経営の基本方針

　当行は、次の３項目を経営理念に掲げ、地域密着とお客様のニーズに沿った金融サービスの提供に努めております。

①　お客様に信頼され親しまれる銀行として、地域社会の繁栄に奉仕する。

②　健全経営に徹し、強固な経営体質を築き、安定した発展を持続する。

③　優れた人材の育成に力を注ぎ、清新はつらつとした行風を確立する。

　今後とも、経営体質の一層の強化を図るとともに経営の透明性を高め、地域社会に真に期待され、信頼される銀行

を目指してまいります。

  (2)中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標

    ①中長期的な経営戦略

  当行は、「自主健全経営を貫き、地域とともに発展する銀行」を目指して、平成18年度から平成20年度までを計画

期間とした第７次中期経営計画を推進しております。基本方針として、①付加価値の高い営業推進と渉外力の一層の

強化・革新、②地域密着の強化と健全性・信頼性の確保、③お客様満足度の向上と高齢者に優しい銀行づくり、④人

材育成と組織の活性化、の４項目を掲げ、経営体質の強化に取り組んでおります。本計画を基にして当行の強みであ

る「親しみやすさ」「渉外力」にさらに磨きをかけるとともに、きめ細かな質の高いサービスの提供に努め、企業価

値を高めてまいります。
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  ②目標とする経営指標

  第７次中期経営計画において、最終年度である平成20年度（平成21年3月期）の経営指標の目標計数と平成19年9月

中間期時点での実績値は次のとおりとなっております。

目　標　項　目 
目 標 計 数 
（21年3月期） 

最近の実績値 
（19年9月中間期） 

収益性
 コア業務純益 90億円 35.9億円 

 預り資産比率（預り資産÷預金） 12％ 10.24％ 

営業基盤

 コア事業所融資先増加数 500先 55先 

 個人ローン比率 30％ 28.04％ 

 年金振込口座増加数 3,500口座 1,114口座 

 ＦＰ資格取得者数 400名 350名 

健全性
 単体自己資本比率 10％以上 10.07％ 

 不良債権比率（金融再生法開示債権による） 3.5％ 3.77％ 

効率性
 ＲＯＥ（コア業務純益ベース） 14％ 11.56％ 

 一人当たり貸出金残高 8億円 7.8億円 

　（注）　コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入－国債等債券損益

コア事業所融資先：貸出額20百万円以上の事業所融資先

  なお、経済情勢等を勘案し、最終年度の目標計数について、営業基盤項目のうち「コア事業所融資先増加数」を

1,000先から500先に、「年金振込口座増加数」を5,000口座から3,500口座に、それぞれ修正いたしました。

(3）対処すべき課題

  地域金融を取り巻く環境を展望しますと、経済・景気は緩やかな回復基調を続けておりますが、大手行のリテール

強化・地方進出、ゆうちょ銀行の発足等により、競争が一層激化しております。また、平成19年9月30日に金融商品取

引法が全面施行され、金融機関に対して利用者保護のより一層の強化と利便性の向上が求められております。

　このような環境のもと、当行グループは地域に根差した銀行グループとして皆様の信頼と期待にお応えしていくた

めに、「第7次中期経営計画」に掲げた４つの基本方針をより充実したかたちで達成すべく一層努力してまいりま

す。

　今後とも地域の皆様との強固なリレーションシップを確立するために、中小企業の支援や地域経済の活性化への貢

献を通じて企業価値の高い銀行グループを目指し、これまで以上に皆様から信頼されるよう全力で取り組んでまいり

ます。

 

(4）内部管理体制の整備・運用状況

  当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。
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４．中間連結財務諸表
(1)中間連結貸借対照表

 （単位：百万円）

区分
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

(Ａ)

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

(Ｂ)

比較
(Ｂ)－(Ａ)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

(Ｃ)

比較
(Ｂ)－(Ｃ)

（資産の部）      

現金預け金 47,662 37,472 △10,190 51,450 △13,978

コールローン及び買入手形 5,000 5,000 － 5,000 －

買入金銭債権 1,201 151 △1,050 1,816 △1,665

商品有価証券 171 15 △156 133 △118

金銭の信託 2,998 3,000 2 2,998 2

有価証券 355,273 367,731 12,458 345,801 21,930

貸出金 797,880 809,325 11,445 816,933 △7,608

外国為替 1,534 2,608 1,074 1,604 1,004

その他資産 3,959 6,352 2,393 4,122 2,230

有形固定資産 14,601 14,130 △471 14,311 △181

無形固定資産 1,652 1,553 △99 1,683 △130

繰延税金資産 3,178 1,494 △1,684 2,243 △749

支払承諾見返 4,181 4,179 △2 3,862 317

貸倒引当金 △13,158 △11,362 1,796 △13,165 1,803

資産の部合計 1,226,137 1,241,652 15,515 1,238,797 2,855

（負債の部）      

預金 1,142,467 1,156,536 14,069 1,149,105 7,431

コールマネー及び売渡手形 1,061 1,269 208 1,180 89

借用金 － 2,000 2,000 2,000 －

外国為替 0 0 △0 2 △2

その他負債 8,255 6,214 △2,041 11,002 △4,788

賞与引当金 875 865 △10 742 123

役員賞与引当金 11 15 4 30 △15

退職給付引当金 5,603 5,577 △26 5,593 △16

役員退職慰労引当金 － 163 163 － 163

睡眠預金払戻損失引当金 － 216 216 － 216

利息返還損失引当金 － 27 27 27 －

再評価に係る繰延税金負債 2,527 2,491 △36 2,510 △19

支払承諾 4,181 4,179 △2 3,862 317

負債の部合計 1,164,985 1,179,556 14,571 1,176,058 3,498

（純資産の部）      

資本金 10,000 10,000 － 10,000 －

資本剰余金 8,209 8,208 △1 8,208 0

利益剰余金 34,855 35,180 325 34,077 1,103

自己株式 △152 △115 37 △113 △2

株主資本合計 52,913 53,273 360 52,172 1,101

その他有価証券評価差額金 5,711 6,315 604 8,053 △1,738

土地再評価差額金 2,327 2,273 △54 2,302 △29

評価・換算差額等合計 8,038 8,589 551 10,356 △1,767

少数株主持分 199 232 33 209 23

純資産の部合計 61,151 62,096 945 62,739 △643

負債及び純資産の部合計 1,226,137 1,241,652 15,515 1,238,797 2,855

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　２．比較欄の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。　　
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(2)中間連結損益計算書

 （単位：百万円）

区分

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

(Ａ)

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

(Ｂ)

比較
(Ｂ)－(Ａ)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

経常収益 14,395 13,571 △824 27,421

資金運用収益 10,942 11,842 900 22,378

（うち貸出金利息） (8,987) (9,594) (607) (18,471)

（うち有価証券利息配当金） (1,888) (2,057) (169) (3,724)

役務取引等収益 1,208 1,332 124 2,575

その他業務収益 1,869 111 △1,758 1,908

その他経常収益 374 286 △88 559

経常費用 11,851 10,605 △1,246 23,565

資金調達費用 317 1,482 1,165 1,151

（うち預金利息） (288) (1,421) (1,133) (1,067)

役務取引等費用 916 870 △46 1,785

その他業務費用 1,642 104 △1,538 2,535

営業経費 7,358 7,373 15 14,551

その他経常費用 1,615 774 △841 3,541

経常利益 2,544 2,966 422 3,856

特別利益 47 1,030 983 99

特別損失 17 437 420 108

税金等調整前中間（当期）純利益 2,574 3,559 985 3,847

法人税、住民税及び事業税 65 448 383 750

法人税等調整額 1,016 1,763 747 801

少数株主利益 31 24 △7 48

中間（当期）純利益 1,460 1,323 △137 2,246

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　２．比較欄の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。
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(3)中間連結株主資本等変動計算書

①前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 （単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 10,000 8,209 33,677 △149 51,737

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注２）   △258  △258

役員賞与（注２）   △23  △23

中間純利益   1,460  1,460

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 1,178 △2 1,175

平成18年９月30日　残高 10,000 8,209 34,855 △152 52,913

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券　

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高 6,098 2,327 8,425 168 60,331

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注２）     △258

役員賞与（注２）      △23

中間純利益     1,460

自己株式の取得     △2

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△387  △387 30 △356

中間連結会計期間中の変動額合計 △387 － △387 30 819

平成18年９月30日　残高 5,711 2,327 8,038 199 61,151

　（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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②当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 （単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 10,000 8,208 34,077 △113 52,172

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注２）   △249  △249

中間純利益   1,323  1,323

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  0  0 0

土地再評価差額金の取崩額   28  28

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 1,102 △2 1,100

平成19年９月30日　残高 10,000 8,208 35,180 △115 53,273

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券　

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高 8,053 2,302 10,356 209 62,739

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注２）     △249

中間純利益     1,323

自己株式の取得     △2

自己株式の処分     0

土地再評価差額金の取崩額  △28 △28  －

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△1,738  △1,738 23 △1,714

中間連結会計期間中の変動額合計 △1,738 △28 △1,766 23 △643

平成19年９月30日　残高 6,315 2,273 8,589 232 62,096

　（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　（注２）平成19年６月の定時株主総会における決議項目であります。
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③前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 （単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 10,000 8,209 33,677 △149 51,737

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注２）   △258  △258

剰余金の配当   △258  △258

役員賞与（注２）   △23  △23

当期純利益   2,246  2,246

自己株式の取得    △1,296 △1,296

自己株式の処分  0  0 0

自己株式の消却  △1 △1,330 1,331 －

土地再評価差額金の取崩額   24  24

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 － △0 400 36 435

平成19年３月31日　残高 10,000 8,208 34,077 △113 52,172

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券　

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高 6,098 2,327 8,425 168 60,331

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注２）     △258

剰余金の配当     △258

役員賞与（注２）      △23

当期純利益     2,246

自己株式の取得     △1,296

自己株式の処分     0

自己株式の消却     －

土地再評価差額金の取崩額  △24 △24  －

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

1,955  1,955 40 1,996

連結会計年度中の変動額合計 1,955 △24 1,930 40 2,407

平成19年３月31日　残高 8,053 2,302 10,356 209 62,739

　（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

区分

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

(Ａ)

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

(Ｂ)

比較
(Ｂ－Ａ)

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益 2,574 3,559 985 3,847

減価償却費 499 484 △15 1,042

減損損失 14 55 41 64

持分法による投資損益（△） 11 △7 △18 12

貸倒引当金の増減（△）額 △115 △1,802 △1,687 △108

賞与引当金の増減（△）額 116 122 6 △16

役員賞与引当金の増減（△）額 11 △15 △26 30

退職給付引当金の増減（△）額 20 △16 △36 9

役員退職慰労引当金の増減（△）
額 

－ 163 163 －

睡眠預金払戻損失引当金の増減
（△）額

－ 216 216 －

利息返還損失引当金の増減（△）額 － － － 27

資金運用収益 △10,942 △11,842 △900 △22,378

資金調達費用 317 1,482 1,165 1,151

金銭の信託の運用損益（△） 1 △3 △4 1

有価証券関係損益（△） △133 204 337 720

為替差損益（△） 0 0 0 0

固定資産処分損益（△） △0 33 33 41

貸出金の純増（△）減 1,338 7,607 6,269 △17,713

預金の純増減（△） 7,454 7,431 △23 14,091

コールローン等の純増（△）減 256 1,663 1,407 △358

コールマネー等の純増減（△） 3 88 85 123

商品有価証券の純増（△）減 389 118 △271 426

外国為替（資産）の純増（△）減 △122 △1,003 △881 △192

外国為替（負債）の純増減（△） △0 △1 △1 1

資金運用による収入 10,762 11,790 1,028 22,350

資金調達による支出 △90 △962 △872 △543

役員賞与の支払額 △23 － 23 △23

その他 3,424 △222 △3,646 825

小計 15,769 19,145 3,376 3,434

法人税等の支払額 △65 △700 △635 △185

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,704 18,445 2,741 3,249

２．投資活動によるキャッシュ・フロー     

金銭の信託の増加による支出 △1,000 △1 999 △1,000

金銭の信託の減少による収入 1,965 － △1,965 1,965

有価証券の取得による支出 △81,431 △153,803 △72,372 △150,572

有価証券の売却による収入 29,382 6,430 △22,952 52,794

有価証券の償還による収入 25,928 115,451 89,523 87,645

有形固定資産の取得による支出 △292 △216 76 △201

有形固定資産の売却による収入 4 － △4 4

無形固定資産の取得による支出 － △31 △31 △278

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,443 △32,171 △6,728 △9,642

３．財務活動によるキャッシュ・フロー     

劣後特約付借入による収入 － － － 2,000

配当金支払額 △258 △249 9 △516

少数株主への配当金支払額 △1 △1 0 △1

自己株式の取得による支出 △2 △2 △0 △1,296

自己株式の売却による収入 0 0 0 0

少数株主からの子会社株式取得によ
る支出

－ － － △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △262 △252 10 179

４．現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － －

５．現金及び現金同等物の増減（△）額 △10,000 △13,978 △3,978 △6,213

６．現金及び現金同等物の期首残高 57,663 51,450 △6,213 57,663

７．現金及び現金同等物の中間（期末）残
高

47,662 37,472 △10,190 51,450

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　２．比較欄の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社　　２社

株式会社　大光ビジネスサービス

たいこうカード株式会社

(2）非連結子会社

　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。

(2）持分法適用の関連会社　　２社

大光リース　株式会社

株式会社東北バンキングシステムズ

 

(3）持分法非適用の非連結子会社

　該当ありません。

(4）持分法非適用の関連会社

　該当ありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社の中間決算日はすべて９月末日であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

(2）有価証券の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価

証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行ってお

ります。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

(ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評

価は、時価法により行っております。

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4）減価償却の方法

①　有形固定資産

　有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　8年～50年　　　

動産　　　　3年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却してお

ります。

（会計方針の変更）

　平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前中

間純利益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に

達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる

経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であります。
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②　無形固定資産

　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

(5）貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は3,388百万円であります。

　連結子会社の貸倒引当金は，一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

(6）賞与引当金の計上基準

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連

結会計期間に帰属する額を計上しております。

(7）役員賞与引当金の計上基準

　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連

結会計期間に帰属する額を計上しております。

(8）退職給付引当金の計上基準

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務　　　　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により

損益処理

数理計算上の差異　　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

　なお、会計基準変更時差異（3,251百万円）については、８年による按分額を費用処理することとし、当中間

連結会計期間においては同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

(9）役員退職慰労引当金の計上基準

　役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期

間末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上しております。

（会計方針の変更）

　従来、役員退職慰労金は、支給時に費用として処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・

保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）が平成19年４月１日以後開始する連結会計年度から適用される

ことに伴い、当中間連結会計期間から同報告を適用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業経費

は20百万円減少、特別損失は183百万円増加し、経常利益は20百万円増加、税金等調整前中間純利益は163百万

円減少しております。
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 　　　(10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

　睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備え

るため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。

 （追加情報）

　利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は、従来払戻時の費用として処理しておりましたが、「租税特

別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）が平成19年4月1日以後開始する連

結会計年度から適用されることに伴い、当中間連結会計期間から同報告を適用しております。これにより、従

来の方法に比べ、経常費用は51百万円、特別損失は164百万円それぞれ増加し、経常利益は51百万円、税金等調

整前中間純利益は216百万円それぞれ減少しております。

(11）利息返還損失引当金の計上基準

　連結子会社の利息返還損失引当金は、将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を

勘案した必要額を計上しております。

(12）外貨建資産・負債の換算基準

　当行及び連結子会社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(13）リース取引の処理方法

　当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(14）消費税の会計処理

　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」でありま

す。

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有価証券には、関連会社の株式155百万円を含んでおります。

３．有形固定資産の減価償却累計額　　　 8,591百万円

４．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　 　1,240百万円

５．貸出金のうち、破綻先債権額は1,872百万円、延滞債権額は25,076百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第

３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

６．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は322百万円であります。

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

７．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,742百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

８．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は31,013百万円でありま

す。なお、５．から８．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

９．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は25,324百万円であります。

10．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産　　　有価証券　　　　　　　　　　　　　－百万円

担保資産に対応する債務　　コールマネー（円貨）　　　　　　　－百万円
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　上記のほか、為替決済、歳入代理店等の取引の担保として、有価証券59,855百万円及び預け金5百万円を差し入

れております。

　また、その他資産のうち保証金は186百万円であります。

11．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は71,288百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが　　

　44,908百万円であります。任意の時期に無条件で取消可能なものが11,561百万円であります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに

は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受

けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい

て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

12．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づ

いて奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する方法によっております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間連結会計期間末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　4,989百万円

13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金2,000百万円であ

ります。

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は7,760百万円であります。
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（中間連結損益計算書関係）

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２．その他経常費用には、貸出金償却299百万円、債権売却損29百万円、株式等償却308百万円、睡眠預金払戻損失

        引当金繰入額51百万円を含んでおります。

      ３．特別利益は、償却債権取立益489百万円、貸倒引当金戻入益540百万円であります。

４．特別損失には過年度相当額の役員退職慰労引当金繰入額183百万円、過年度相当額の睡眠預金払戻損失引当金繰

入額164百万円を含んでおります。　

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。

 （単位：千株）

前連結会計年度
末株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

摘要

発行済株式

普通株式 100,014 － － 100,014  

合計 100,014 － － 100,014  

自己株式

普通株式 341 8 2 347 （注）1.2

合計 341 8 2 347  

　（注）１．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

        ２．自己株式の数の減少は、単元未満株式の売却による減少であります。

 

３．当行の配当については、次のとおりであります。

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 249 2.5 19年３月31日 19年６月25日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
金額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月16日

取締役会
普通株式 249 利益剰余金 2.5 19年９月30日 19年12月７日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

現金預け金勘定　　　　37,472百万円

現金及び現金同等物　　37,472百万円

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

【前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度】

　銀行事業の経常収益、経常利益及び資産の金額は、全セグメントの経常収益の合計、経常利益及び資産の金額

の合計額に占める割合が、いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

【前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度】

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

３．国際業務経常収益

【前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）】

金額（百万円）

Ⅰ　国際業務経常収益 2,246

Ⅱ　連結経常収益 14,395

Ⅲ　国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合（％） 15.6

　（注）１．一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

２．国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引における諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経

常収益を除く。）であります。

【当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）】

　国際業務経常収益が、連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

【前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）】

　国際業務経常収益が、連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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有価証券関係

Ⅰ．前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）

　中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在）

 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上
額

時価 差額

社債 300 300 △0

その他 34,199 33,353 △845

合計 34,499 33,654 △845

　（注）　時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在）

 （単位：百万円）

取得原価
中間連結貸借対照表計上
額

評価差額

株式 5,551 9,898 4,386

債券 269,690 269,626 △63

国債 176,146 175,983 △162

地方債 38,683 38,817 134

社債 54,860 54,825 △35

その他 29,294 34,554 5,259

合計 304,496 314,078 9,582

　（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について45百万円の減損処理を行っており

ます。なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な基準」として、期末日の時価が簿価の

30％以上下落したものについては、著しく下落したものとして減損処理を行っております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年９月30日現在）

 （単位：百万円）

金額

満期保有目的の債券

私募事業債 6,965

その他有価証券

非上場株式 702

出資証券（投資事業組合） 71
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Ⅱ．当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在）

　中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年９月30日現在）

 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上
額

時価 差額

社債 399 399 0

その他 23,948 23,520 △428

合計 24,347 23,919 △427

　（注）　時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年９月30日現在）

 （単位：百万円）

取得原価
中間連結貸借対照表計上
額

評価差額

株式 5,156 9,522 4,365

債券 283,295 282,568 △726

国債 202,817 202,179 △637

地方債 35,593 35,632 38

社債 44,884 44,756 △127

その他 36,157 42,805 6,647

合計 324,609 334,896 10,286

　（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について288百万円、時価のない株式につい

て19百万円の減損処理を行っております。なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な基

準」として、期末日の時価が簿価の30％以上下落したものについては、著しく下落したものとして減損処理

を行っております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成19年９月30日現在）

 （単位：百万円）

金額

満期保有目的の債券

私募事業債 7,778

その他有価証券

非上場株式 636

出資証券（投資事業組合） 68
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Ⅲ．前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれており

ます。

１．売買目的有価証券（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に含まれた
評価差額

売買目的有価証券 133 0

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額
  

うち益 うち損

その他 23,000 22,858 △141 15 157

合計 23,000 22,858 △141 15 157

　（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

取得原価
連結貸借対照表
計上額

評価差額
  

うち益 うち損

株式 5,707 10,553 4,846 5,083 237

債券 261,943 261,472 △471 656 1,128

国債 177,888 177,239 △648 259 908

 地方債 36,101 36,209 107 209 101

 社債 47,953 48,023 69 188 118

その他 35,610 44,293 8,682 8,910 228

合計 303,260 316,318 13,058 14,651 1,593

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

なお、上記の評価差額から繰延税金負債5,004百万円を差し引いた額8,053百万円が、「その他有価証券評価

差額金」に含まれております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．当連結会計年度において、その他有価証券で、時価のない株式について45百万円の減損処理を行っておりま

す。なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な基準」として、期末日の時価が簿価の

30％以上下落したものについては、著しく下落したものとして減損処理を行っております。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 （単位：百万円）

 売却原価 売却額 売却損の合計額

外国債券 8,200 7,590 △609

　自己資本比率等を算定する上で使用するリスクウエイトの変更による売却であります。
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５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 （単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 45,204 8 1,884

６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

金額

満期保有目的の債券

私募事業債 7,418

その他有価証券

非上場株式 656

出資証券（投資事業組合） 70

７．保有目的を変更した有価証券

　該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

債券 77,051 118,015 20,013 53,791

国債 53,835 63,369 7,568 52,465

地方債 8,037 18,870 9,301 －

社債 15,179 35,775 3,142 1,325

その他 － 6,986 20,219 9,000

合計 77,051 125,001 40,233 62,791
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金銭の信託関係

Ⅰ．前中間連結会計期間末

１．運用目的の金銭の信託（平成18年９月30日現在）

 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額
当中間連結会計期間の損益に含ま
れた評価差額

運用目的の金銭の信託 2,998 －

２．満期保有目的の金銭の信託（平成18年９月30日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年９月30日現在）

　該当ありません。

Ⅱ．当中間連結会計期間末

１．運用目的の金銭の信託（平成19年９月30日現在）

 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額
当中間連結会計期間の損益に含ま
れた評価差額

運用目的の金銭の信託 3,000 －

２．満期保有目的の金銭の信託（平成19年９月30日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成19年９月30日現在）

　該当ありません。

Ⅲ．前連結会計年度末

１．運用目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に含まれた
評価差額

運用目的の金銭の信託 2,998 －

２．満期保有目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。
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１株当たり情報

 （単位：円）

前中間連結会計期間
（自平成18年４月１日
至平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自平成19年４月１日
至平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 589.61 620.70 627.35

１株当たり中間（当期）純利益 14.13 13.27 21.80

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益
－ － －

　（注）１．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （単位：百万円・千株）

前中間連結会計期間
（自平成18年４月１日
至平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自平成19年４月１日
至平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益 1,460 1,323 2,246

普通株式に帰属しない金額 － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益 1,460 1,323 2,246

普通株式の（中間）期中平均株式数

（千株） 
103,381 99,669 103,053

２．なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりま

せん。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 （単位：百万円・千株）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 61,151 62,096 62,739

純資産の部の合計額から控除する金額 199 232 209

（うち少数株主持分） (199) (232) (209)

普通株式に係る中間期末の純資産額 60,951 61,863 62,529

１株当たり純資産の算定に用いられた

中間期末の普通株式の数（千株）
103,376 99,666 99,672

（重要な後発事象）

　該当ありません。

 　 （ストック・オプション等関係）

      該当ありません。

 

    （企業結合等関係）

      該当ありません。

 

（開示の省略）

　リース取引、デリバティブ取引に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため開示を省略しております。
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５．中間個別財務諸表
(1)中間貸借対照表

（単位：百万円）

区分
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
(Ａ）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

(Ｂ）

比較
(B)－(A)

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
(Ｃ）

比較
(B)－(C)

（資産の部）      

現金預け金 47,662 37,472 △10,190 51,450 △13,978

コールローン 5,000 5,000 － 5,000 －

買入金銭債権 1,201 151 △1,050 1,816 △1,665

商品有価証券 171 15 △156 133 △118

金銭の信託 2,998 3,000 2 2,998 2

有価証券 355,178 367,631 12,453 345,703 21,928

貸出金 797,823 809,277 11,454 816,857 △7,580

外国為替 1,534 2,608 1,074 1,604 1,004

その他資産 3,096 5,450 2,354 3,275 2,175

有形固定資産 14,598 14,128 △470 14,309 △181

無形固定資産 1,649 1,551 △98 1,681 △130

繰延税金資産 3,042 1,363 △1,679 2,114 △751

支払承諾見返 4,181 4,179 △2 3,862 317

貸倒引当金 △12,761 △11,011 1,750 △12,821 1,810

資産の部合計 1,225,378 1,240,820 15,442 1,237,987 2,833

（負債の部）      

預金 1,142,500 1,156,569 14,069 1,149,136 7,433

コールマネー 1,061 1,269 208 1,180 89

借用金 － 2,000 2,000 2,000 －

外国為替 0 0 △0 2 △2

その他負債 7,814 5,786 △2,028 10,556 △4,770

賞与引当金 871 859 △12 738 121

役員賞与引当金 11 15 4 30 △15

退職給付引当金 5,592 5,564 △28 5,581 △17

役員退職慰労引当金 － 163 163 － 163

睡眠預金払戻損失引当金 － 216 216 － 216

再評価に係る繰延税金負債 2,527 2,491 △36 2,510 △19

支払承諾 4,181 4,179 △2 3,862 317

負債の部合計 1,164,561 1,179,115 14,554 1,175,600 3,515

（純資産の部）      

資本金 10,000 10,000 － 10,000 －

資本剰余金 8,209 8,208 △1 8,208 0

資本準備金 8,208 8,208 － 8,208 －

その他資本剰余金 0 0 △0 － 0

利益剰余金 34,720 35,021 301 33,935 1,086

利益準備金 1,791 1,791 － 1,791 －

その他利益剰余金 32,929 33,230 301 32,144 1,086

別途積立金 21,000 21,000 － 21,000 －

繰越利益剰余金 11,929 12,230 301 11,144 1,086

自己株式 △152 △115 37 △113 △2

株主資本合計 52,778 53,114 336 52,030 1,084

その他有価証券評価差額金 5,711 6,315 604 8,053 △1,738

土地再評価差額金 2,327 2,273 △54 2,302 △29

評価・換算差額等合計 8,038 8,589 551 10,356 △1,767

純資産の部合計 60,816 61,704 888 62,386 △682

負債及び純資産の部合計 1,225,378 1,240,820 15,442 1,237,987 2,833

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　２．比較欄の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。
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(2)中間損益計算書

 （単位：百万円）

区分

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

(Ａ）

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

(Ｂ）

比較
(B)－(A)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

経常収益 14,180 13,385 △795 27,002

資金運用収益 10,845 11,762 917 22,188

（うち貸出金利息） (8,892) (9,513) (621) (18,283)

（うち有価証券利息配当金） (1,888) (2,060) (172) (3,724)

役務取引等収益 1,148 1,269 121 2,452

その他業務収益 1,834 73 △1,761 1,834

その他経常収益 351 279 △72 527

経常費用 11,709 10,493 △1,216 23,264

資金調達費用 317 1,481 1,164 1,150

（うち預金利息） (288) (1,421) (1,133) (1,067)

役務取引等費用 912 850 △62 1,766

その他業務費用 1,641 94 △1,547 2,533

営業経費 7,311 7,326 15 14,445

その他経常費用 1,526 739 △787 3,368

経常利益 2,470 2,892 422 3,738

特別利益 47 1,037 990 99

特別損失 17 437 420 108

税引前中間（当期）純利益 2,501 3,493 992 3,730

法人税、住民税及び事業税 27 421 394 699

法人税等調整額 1,020 1,764 744 798

中間（当期）純利益 1,453 1,307 △146 2,232

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　２．比較欄の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。
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(3)中間株主資本等変動計算書

　①前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 （単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 10,000 8,208 0 8,209 1,791 21,000 10,757 33,548 △149 51,608

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注２）       △258 △258  △258

役員賞与（注２）       △23 △23  △23

中間純利益       1,453 1,453  1,453

自己株式の取得         △2 △2

自己株式の処分   0 0     0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計 － － 0 0 － － 1,172 1,172 △2 1,169

平成18年９月30日残高 10,000 8,208 0 8,209 1,791 21,000 11,929 34,720 △152 52,778

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高 6,098 2,327 8,425 60,034

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注２）    △258

役員賞与（注２）     △23

中間純利益    1,453

自己株式の取得    △2

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△387  △387 △387

中間会計期間中の変動額合計 △387 － △387 782

平成18年９月30日残高 5,711 2,327 8,038 60,816

（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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　②当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 （単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 21,000 11,144 33,935 △113 52,030

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注２）       △249 △249  △249

中間純利益       1,307 1,307  1,307

自己株式の取得         △2 △2

自己株式の処分   0 0     0 0

土地再評価差額金の取崩額       28 28  28

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計 － － 0 0 － － 1,086 1,086 △2 1,084

平成19年９月30日残高 10,000 8,208 0 8,208 1,791 21,000 12,230 35,021 △115 53,114

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日残高 8,053 2,302 10,356 62,386

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注２）    △249

中間純利益    1,307

自己株式の取得    △2

自己株式の処分    0

土地再評価差額金の取崩額   △28 △28 －

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△1,738  △1,738 △1,738

中間会計期間中の変動額合計 △1,738 △28 △1,766 △682

平成19年９月30日残高 6,315 2,273 8,589 61,704

（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注２）平成19年６月の定時株主総会における決議項目であります。
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　③前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 （単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 10,000 8,208 0 8,209 1,791 21,000 10,757 33,548 △149 51,608

事業年度中の変動額           

剰余金の配当（注２）       △258 △258  △258

剰余金の配当       △258 △258  △258

役員賞与（注２）       △23 △23  △23

当期純利益       2,232 2,232  2,232

自己株式の取得         △1,296 △1,296

自己株式の処分   0 0     0 0

自己株式の消却   △1 △1   △1,330 △1,330 1,331 －

土地再評価差額金の取崩額       24 24  24

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

          

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － － 386 386 36 421

平成19年３月31日残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 21,000 11,144 33,935 △113 52,030

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高 6,098 2,327 8,425 60,034

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注２）    △258

剰余金の配当    △258

役員賞与（注２）    △23

当期純利益    2,232

自己株式の取得    △1,296

自己株式の処分    0

自己株式の消却    －

土地再評価差額金の取崩額   △24 △24 －

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

1,955  1,955 1,955

事業年度中の変動額合計 1,955 △24 1,930 2,352

平成19年３月31日残高 8,053 2,302 10,356 62,386

（注１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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